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本書は，21世紀のアメリカ多国籍企業の姿を「知識集積体」としてとら 

える。「知識集積体」としてのアメリカ多国籍企業は，その収益源をグロー 

バルな配当収入やライセンス料に置く。そして，このグローバルな収益を得 

るために，生産基盤を新興国企業にアウトソーシングしながら，研究開発体 

制やマーケテイングや販売体制をグローバルに構築し，それぞれを世界の最 

適地に配置する。このため，「知識集積体」としてアメリカ多国籍企業は， 

経営資源のサービス化やソフトウェア化など知識化をグローバルに推進する 

ことになる。21世紀の多国籍企業の姿は，アメリカ多国籍企業のように生 

産基盤を失い，サービス化とソフトウェア化，知識化を極限にまで推進した 

グローバルな経営資源の「知識集積体」である。 

 

 

ここでいう ICT産業とは，日本の総務省［2008］，OECD［2008］が定義 

する ICT産業を援用する。すなわち，ICT産業とは，情報を電子的に処理 

し，伝達し，表示する活動を可能にする機器，ソフトウェア，サービスを生 

産する産業である。それゆえ，ICT産業は，電気通信サービス，エレクト 

ロニクス，IT機器・システム，専業半導体，ソフトウェア，インターネッ 

ト，通信機器，ITサービスの 8つの産業部門を包括する 10）。 

 

 

 

以上のように，リーマン・ショックは，世界の ICT企業に様々な異なる 

影響を及ぼした。先進国の ICT企業は，欧米と日本の ICT企業では，業績 

に大きな格差が生じた。リーマン・ショックにより欧米企業は，確かに収入 

を減少させたが，大規模な純利益を獲得した。これに対して日本企業は，収 

入を減少させただけでなく，大規模な純損失を被ったのである。さらにま 

た，リーマン・ショックは，アジアの ICT企業の業績を悪化させたが， 

2009年後半には，アジア ICT企業は，急回復を遂げたのである。このよう 

にリーマン・ショックが，世界の ICT企業に及ぼした影響と回復のプロセ 

スは，異なる業績を示した。とりわけ，日本の ICT企業へ与えた影響は， 

深刻であった。 

 それでは，なぜ，欧米企業，日本企業，アジア企業のそれぞれに異なる結 

果が生まれたのだろうか。それは，グローバルな ICT産業が国際分業構造 

にあり，寡占的な企業間競争の構造にあったからである。それぞれの各国企 

業が占める寡占的な優位性は，グローバルな産業ごとに異なっていた。そこ 

で，リーマン・ショックが，これら世界の寡占企業の競争構造に，どのよう 

に影響したのかをみよう。 

 



 

ヤフー・ジャパンは、結構メジャーだ（下表）。 

 
 

 

エレクトロニクス 

キャノンが入っている。 

 
 



 

IT機器・システム企業 

 東芝が２位になっている。 

 
 

 

 

 

「オフショアリングとは，一般的に，以前は国内で生産されていた商品や 

サービスを企業が海外から購入する（輸入する）ことである」4）と定義され 

る。オフショアリングというのは，オフショア・アウトソーシング（off shore 

outsourcing）とも呼ばれるように，海外で行われる業務のアウトソーシング 

（外部委託）のことでもある。オフショア・アウトソーシングは，多国籍企 

業が自社の海外子会社からだけではなく，外部の請負企業や契約企業から製 

品やサービスを輸入することである。 

 それでは，多国籍企業は，何をオフショア・アウトソーシングしているの 

か。オフショアリングの対象は，図表 3－1に示されるように，製造，ロジス 

ティクスと調達，エンジニアリング，金融と会計，人的資源，解析，情報技 

術，顧客サポートなど，企業の全ての業務プロセスである。 

 

 

では，海外への輸出入の対象となる企業サービスとはどのようなものか。 

『ビジネス・ウイーク』誌は，そのサービスを「ビジネスサービス」「ソフト 

ウェア開発」「コールセンター」の 3つに分類している。ビジネスサービス 

といわれているものは，企業が行う会計処理，あるいは金融業務，設計業 

務，研究開発などである。ソフトウェア開発は IT関連のソフトウェア開発 

や製造業の「組み込みソフト」の開発である。組み込みソフトウェアは，自 

動車や家電製品まで応用産業の裾野は広い。そしてコールセンターは，顧客 

サポートで技術サポート，航空機予約，請求書発行などである 6）。このサー 

ビス・オフショアリングの特徴は，研究開発や事務系の仕事であることであ 

る。ホワイトカラー職種の業務を，海外で行って逆輸人する。従来行われて 

きたブルーカラーの工場労働ではなくて，知識労働，事務労働で，アメリカ 

の中間層の仕事を，海外で業務委託して逆輸入しているのである。 

 



オフショア・アウトソーシング業界っというのがある。 

 
 

 

 

 

アメリカ ICT多国籍企業は，すでに見たように大きく分けて 2つの産業 

部門グループで寡占的優位を築いてきた。ソフトウェア，インターネット， 

専業半導体，通信機器，ITサービスの産業部門であり，ヨーロッパ多国籍 

企業とともに寡占的優位にあった。ソフトウェア事業に専業化するマイクロ 

ソフトやオラクル，専業半導体に専業化するインテル，テキサス・インスツ 

ルメンツ，通信機器事業に専業化するモトローラ，シスコシステムズ，イン 

ターネット事業に専業化するアマゾン，グーグル，ICTサービス事業に専 

業化するアクセンチュア，CSC など，これら事業に専業化するアメリカ多 

国籍企業は，これらの産業部門の研究開発とマーケテイングに特化し，寡占 

的構造を確立してきた。これらアメリカ ICT多国籍企業は，グローバルな 

産業部門で寡占的構造を確立しており，専業半導体の TSMC（台湾）や通 

信機器のファウェイ（中国）を除けば，台湾企業や中国企業と直接的な競争 

関係にはない。 

 

 

 

 

しかし，他方で，IT機器・システム産業部門の IBM，HP，アップルのよ 

うなアメリカ ICT多国籍企業は，PC製品事業はじめ，コンピュータのハー 

ドウェア事業やソフトウェア事業を行い，ICTサービス事業をも展開して 

いる。IBM，HP，アップルなどアメリカ ICT多国籍企業は，アジア企業の 

事業領域と近接する分野で活動してきた。彼らは，台湾企業や中国企業のみ 

ならず，日本多国籍企業のNEC，富士通，東芝と競争関係にある。この産 

業部門のアメリカ ICT多国籍企業の経営戦略は，どのようなものか。 

IBMは，PC事業部門については，2005年，中国のレノボに売却し，撤 

退した。しかし，IBMは，企業向けのハードウェア製品についていえば， 

サーバーやストーレジ（記憶装置），マイクロエレクトロニクス事業を継続 

しながら，ITサービスとソフトウェア事業を展開している。 

・・・ 

HPは，PC関連製品の製造部門の割合が高いため，この製造部門では． 

アジア企業との間に，OEM，ODM，半導体製造のファウンドリというア 

ウトソーシング（外部委託）を展開し，HPは，設計と研究開発に特化した。 

HPの経営戟略も IBMと同様に，PC関連製品の製造部門は，アジア企業に 

委せる経常戦略である。この経営戟略は，アメリカ ICT多国籍企業の利益 

につながった。 

 



 

グローバルな ICT産業でアメリカ多国籍企業が競争力を持続できたのは， 

資金や人材などの経営資源を製造部門にではなく，研究開発部門とマーケ 

テイング部門へ特化する，という経営戦略によるものであった。しかも，ア 

メリカ ICT多国籍企業は研究開発体制をグローバルに展開し，BRICsの優 

れた ICT人材を企業内に取り込むものであった。 

 

 

 
 

⑤の①ノキアは潰れかかった。 

携帯電話端末では世界最大のシェア（28.9%・2010年通期）[2]、 市場占有率および販売台数の両方で、1998

年から 2011年まで首位を維持していたが、近年では、スマートフォン戦略および US市場戦略の迷走により

低落傾向にあり、2012年第一四半期ではサムスンに次ぐ 2位となった[3]。 

・・・MicrosoftとNokiaが 4月 25日、Nokiaのデバイス事業の取得を完了したと発表 

 

 

 

 

 

 



日系企業の場介，アジアの ITサービス・ソフトウェア開発拠点において 

はブリッジ SEという ICT人材の育成がとくに重要となる。欧米系企業と 

は異なり，日系企業は，日本語という言語やビジネス習慣，とくに設計仕様 

の変更が ICTサービスの契約以降にも行われるという日本的なビジネス慣 

行を理解できるブリッジ SEの育成が不可欠だからである。この設計仕様の 

変更は，日系企業の品質管理にとって重要な位置づけが与えられている。こ 

の点で，ブリッジ SEは，欧米の ICT産業で一般的な SEとは異なる日本特 

有の SEである。日系多国籍企業は，このブリッジ SEを現地採用すること 

が基本であり，そのほとんどが，日本からの帰国者で，本社と海外子会社間 

の社内研修，OJT，出張業務など企業内移動により育成される。アジア子会 

社のマネジャーや幹部は，こうした日本的なビジネス慣行を理解できる人材 

から選抜される 22）。 

 

 

3．1CTサービス企業の組織能力と人材育成 

こうした産業分野の顧客企業の ICT支出に対して世界の ICTサービス企 

業は，システム構築やソリューション・ビジネスを提供してきた。システム 

構築やソリューション・ビジネスは，上記の様々な産業分野の顧客企業が行 

う事業や業務に対して，ICT技術を利活用して最適な解決策（ソリューショ 

ン）を提供することである。たとえば，金融分野では ATM（自動現金預け 

払い機）システム，流通分野では POS（販売時点情報管理）システム，鉄 

道・航空分野では（チケット予約）システムの開発と運月卜保守など幅広い 

く，最近では，エネルギー分野でスマート・グリッド（次世代電力ネット 

ワーク）システム，自動車産業分野では安全運転支援システムである。 

 世界の ICTサービス産業で圧倒的に優位な位置を占めるのは，アメリカ 

の IBMと日本の富士通，NEC の ICTサービス企業 3社である。これら 3 

社は，2000年代を通じて ICTサービス事業の割合を高め，経営資源を集中 

してきた。2008年までには IBM，富士通とも会社の全事業に占める ICT 

サービス事業の割合を約 60％に占めるまでになった。 

ICTサービス事業では，その組織能力が顧客の求める価値を左右する 7）。 

IBM社を事例にその組織構造を見ると，IBM社のサービス事業では，GBS 

（Global Business Service）と GTS（Global Technology Service）がある。GBS 

は，アプリケーション開発などに対応したサービスを提供し，その他にコン 

サルティング業務を含む。それに対して GTSは，ハードウェアやソフト 

ウェアの組立て，さらに保守・サポート，メンテナンス，テクニカルサポー 

ト，アウトソーシングなどに対応したサービスを行うのである。 

 営業体制について見ると，IBM社においては，まず顧客に対応する一義 

的な責任を持つのは，産業別の営業部門に所属する営業である。すなわち顧 

客の長期的関係維持に努め，経営課題を聞いたり，課題解決のための提案を 

考える中核は，この営業の仕事である。その上で，GBS／GTSという，いわ 

ゆるブランド部門にいる営業が，ある程度方向性の見えた提案について，よ 

り深く掘り下げ，あるいはチームを組んで顧客に価値ある問題解決の提案に 

つなげていく，という構造になっている 8）。 

 このように，IBMが，サービス事業を通じて顧客に価値ある問題解決を 

提供するためには，セールス・スペシャリスト（営業担当者），プロジェク 

ト・マネジメント，コンサルタント，プロダクト・サービス，ITアーキテ 

クト，ITスペシャリストなどの専門家（プロフェッショナル）がチームを 

組んで提案する。このため，IBMが顧客に価値ある問題解決を提供するた 

めには，これら専門家（プロフェッショナル）の研修と育成が重要になる。 

日本アイ・ビー・エムは，この目標を達成するために社員に対して営業系， 

技術系，コンサルタント系，本社系に区分した系統的な社員研修体系を持 

ち，能力認定を行っている。こうした人材育成プロセスは，IBMでは世界 

で共通のようである 9）。 

 

 

 

 



 

2．日本アイ・ビー・エム社の事業概要 

 

 ハードウェアの研究開発は，神奈川県にある大和事業所が担っており，そ 

の中にある東京基礎研究所，ソフトウェア開発研究所，大和システム開発研 

究所が担当している。他にも大和事業所には，マイクロエレクトロニクス事 

業があり，ある製品に関する一部の設計と製造を行っている。具体的にマイ 

クロエレクトロニクス事業は，IBM社独自の CPUに限定した生産を行い， 

その他の製品生産は中国に移転している。今では，サーバーやストレージ・ 

システムなど，IBM社で販売・サポートしているハード製品の大半が中国 

の工場で生産されるようになった。日本向けに販売する製品のほとんどが中 

国で生産されている。 

 

 

 

2．日本アイ・ビー・工ム社における採用方針 

 

日本アイ・ビー・エム杜の 8割にあたる社員が新卒採用である。しかし， 

コンサルタントやプロジェクト・マネジャーなどは，中途採用率が高い。新 

卒の場介，配属先をみると IT系が 6割 営業が 2割，コンサルタントが 2 

割といった比率で採用されている。IT系はやはり理系が多く，修士取得者 

が、半分以上の割合を占めている。営業やコンサルタントは，相対的に文系の 

学生が多く採用され．学部卒の割合が今のところ高い。基本的には正社員と 

して採用するが，コンサルタントのみ 3年更新の有期契約という制度も導人 

している。なぜならば日本アイ・ビー・エム社に採用された後，定年まで働 

く意志をもっている社員は少ないため，3年契約にする代わりに，その分給 

料を 2～3割高くすることで動機づけを行っている。これは，プロフェッ 

ショナル・コントラクトという制度である。こうした制度を利用する社員は 

以前には多くみられたが，リーマンショック以降，正規で安定を選択する社 

員が柑加している。 

 次に常業で採用された社員をみると．他の部門の社員の年収を 100にする 

ならば，60を固定給にし，目標通り契約を取ってくればプラス 60のインセ 

ンティブが与えられるような給与システムを採用している。したがって，契 

約数・売り上げが目標まで到達しなければ，他の部門の社員よりも低い年収 

になる。以前は．常業の多くの社員の年収は，120～130の数値に達した。 

しかし昨今では目標を達成することが難しくなっていることから，社員の営 

業離れが進んでいる。昇進は，職能資格かつ実績が反映されるようになりつ 

つある。年が経てば，自動的に昇進といったようにはならない（図 7）。 

 

 

CISCO社では実際にものをつくることはないファブレス企業である。 

 

 

 

CISCOジャパンは，前述したように営業職に重点をおいた組織である。 

アカウントチーム，パートナーセールス，PSSの社員数は，全従業員数 

（1，300名）の約半分である。こうした従業員は，顧客との直接的な営業活動 

に携わっている。 



 
 

 

 
 

 

 

 

 
 

 



 

NCP: NEC Certified Professionl 

 

 
 

 


